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特許法・実用新案法 平成 25 年 問題Ⅰ 
 

甲は、令和５３年１月４日、明細書に発明ａ１を記載し、請求の範囲に発明ａ１

の上位概念である「発明Ａ」を記載した国際出願Ｘを、日本国を指定国から除外し

ないで外国で行った（特許法第 184 条の３第１項の規定により特許出願とみなされ

た国際出願Ｘを「外国語特許出願Ｘ」という。なお、外国語特許出願Ｘは特許法上

の記載要件をすべて満たしているものとする。）。国際出願Ｘは、令和６４年７月

15 日、国際公開された。 

そして、甲は、平成 24 令和５年６月１日、外国語特許出願Ｘについて特許法の

規定にしたがった翻訳文を提出し、適法に国内移行手続を完了した。さらに、甲は、

平成 24 令和５年７月２日、出願審査の請求をすると同時に、発明Ａの下位概念で

ある発明ａ２を明細書に追加する補正（「補正１」という。）をした。 

一方、乙は、令和５３年 11 月１日、明細書に発明ａ１及びａ２を記載し、特許

請求の範囲に、請求項１として「発明ａ１」を、請求項２として「発明ａ２」をそ

れぞれ記載した特許出願Ｙを行い、平成 25 令和６年１月 10 日、出願審査の請求を

した。 

以上を前提とし、以下の各設問に答えよ。ただし、各設問はそれぞれ独立してい

るものとする。また、各設問で明示した場合を除き、いかなる補正も出願名義人の

変更もされていないものとし、かつ、乙は甲と無関係に発明を完成させたものとす

る。 

 

１．甲は国内法人である。甲の従業員イは、上司ロから電子部品の開発の指示を受

け、発明Ａに係る電子部品を単独で開発した。発明Ａは職務発明であるとする。 

(1) 上司ロが従業員イとともに発明Ａの発明者となるか否かはどのような事項を

考慮して判断されるか、説明せよ。 

(2) 特許法第 35 条（職務発明）の規定の内容を簡潔に述べた上で、同条が設けら

れている趣旨について説明せよ。 

 

２．特許法第 29 条の２の規定が設けられている趣旨について述べた上で、特許出

願Ｙが、外国語特許出願Ｘを特許法第 29 条の２の「他の特許出願」として、同

条の規定により拒絶されるべきものか、説明せよ。 

（次頁へ続く） 
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３．乙は、平成 24 令和５年４月頃から発明ａ２を業として実施しているものとす

る。 

(1) 甲は、外国語特許出願Ｘについて、補正１がいわゆる新規事項の追加に当たる

との拒絶理由通知を受けたので、意見書を提出することなく、補正１により追加

した 

  発明ａ２を削除する補正（「補正２」という。）をした。特許請求の範囲は「発

明Ａ」のままで甲が特許権を取得したとき、発明ａ２を実施している乙に対し、

甲は当該特許権を行使できるか述べよ。 

(2) 甲は、乙の上記実施行為を知り、明細書に発明ａ２を追加する補正１を行った

という経緯があったものとする。甲による補正１にはどのような意図があったと

考えられるか。なお、甲は、乙が特許出願Ｙをしていることを知らなかったもの

とする。 

 

【１００点】 

 

  


